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■少子化の進行と高齢化の加速  
●　合計特殊出生率は低下傾向が続
き、県の人口推計では、神奈川の年
少人口（0～１４歳の人口）は、２０２５（平
成３７）年には９４万人程度に減少
（２００５（平成１７）年水準の０.８０倍）
することが予測されています。 

●　高齢化率（６５歳以上人口の占
める割合）は、２０２５（平成３７）年
には２６％程度に達すると見込ま
れています。 
●　老年人口（６５歳以上の人口）は、 
　２０２５（平成３７）年には２３０万人程
度と、２００５（平成１７）年水準の約    
１.５６倍になり、全国の１.４２倍を上
回るスピードで増加することが予
測されています。 

■神奈川の人口  
●　神奈川の出生数は、１９９０（平成
2）年頃からほぼ横ばいで推移し
ています。 
●　死亡者数は増加しているものの、
出生数を上回っていないため、自
然増が続いています。また、県外
からの人口流入などによる社会増
も続いています。 
●　全国の人口は２００５（平成１７）
年に減少に転じましたが、県の人
口推計では、神奈川は２０１９（平成
３１）年をピークに人口減少に転じ
ることが予測されています。 

■地域の動向  
●　川崎・横浜地域圏、県央地域圏、
湘南地域圏では、引き続き人口増
加が予測されています。 

●　一方、三浦半島地域圏や県西地
域圏では、減少が見込まれており、
地域ごとの違いがあらわれていま
す。 
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実績（国勢調査） 

推計値 

 国勢調査実績 ８７９.２万人 
（２００５年１０月） 

実績 推計 

２０１９年、９０３.１万人でピーク 

県の人口推計（中位推計） 
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（神奈川県企画部作成） 

川崎・横浜地域圏 

は、各地域圏の人口のピーク時 
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湘南地域圏 

三浦半島地域圏 
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地域政策圏別の人口推計（単位：千人） 

（年） 

●　出生率は「日本の将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）の出生率をもとに、神奈川の出生率を設定。 
●　この推計は、純移動（神奈川への転入人口から神奈川からの転出人口を引いたもの）の程度に応じて高位・中位・低位の3
つのケースを設定したもののうち、中位のケースを示しました。 
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■ 経済の結びつきと多様な
文化が共存する地域社会  

●　経済のグローバル化が進展し、
世界との経済的な結びつきがま
すます強まっています。 

●　外国籍県民や国際結婚、神奈川
で学びくらす留学生が増加するな
ど、地域社会でも多様な文化が共
存することによる影響がみられま
す。 
 

■情報化の動き  
●　情報通信技術の急速な発達や
普及により、コミュニケーションを
とるうえでの空間的な距離が感じ
られなくなり、誰もが容易に情報
発信できるようになってきました。 

国際化と情報化 

■産業構造の転換  
●　国内の産業構造の転換が進む中、
神奈川では、地域の特性を生かし
た高度先端産業の集積が進んで
います。 
●　大企業や大学などとの技術連
携の取組みが進められています。 

 

■新たな働き方と所得格差の拡大  
●　斬新なアイディアを生かした起
業家が増えています。また、在宅
勤務など、職場にとらわれない働
き方にも関心が集まっています。 
●　フリーターなどの非正規雇用者
が増加するなど、就労形態によっ
て所得格差が拡大する傾向がみ
られます。 

産業構造の転換と働き方の多様化 

基
本
構
想 

１９９４ （年） 
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８０，０００ 
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（人） 

２００５ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ 

９９,７７８ １００,７８７ １０３,７８７ 
１０８,６８０ １１０,０３６ 

１１２,８９９ 
１２０,３３２ 

１３１,０３８ 
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１４４,４０９ １４７,６４６ 
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永住 

その他 

県内の外国人登録者数（在留資格別）の推移 

（法務省「在留外国人統計」より作成） 
●　永住とは、永住者及び特別永住者をいいます。 

（厚生労働省「賃金構造基本統計調査（平成１８年）」より作成） 

 

●　正社員（一般労働者）の平均年収＝決まって支給する給与×１２＋年間賞与・その他特別給与額 
●　フリーター（≒パートタイム・短時間労働者）の平均年収＝実労働日数×1日当たり所定内実労働時間数×1時間当たり所
定内給与額＋年間賞与・その他特別給与額 
＊　女性パートタイム労働者の平均年収には、短時間の主婦パートが含まれているため、実際の女性フリーターの平均年収
はもう少し高い可能性があります。 
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（万円） 

正社員とフリーターの平均年収（年齢階層別） 
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■環境問題の新たな展開  
●　地球温暖化の原因となる二酸
化炭素の排出量は、先進国の排出
削減を義務付けた京都議定書の
基準年である１９９０（平成2）年を
上回る状況が続いています。 

●　ヒートアイランド現象や外来生
物による生態系への影響、丹沢大
山におけるブナ枯れなど自然環
境の悪化が懸念されています。 
 

■環境保全活動の拡大  
●　環境に配慮した行動に自主的
に取り組む「マイアジェンダ制度」
への参加など、環境を守ろうとす
る県民意識の高まりが、環境問題
の解決に向けた様々な取組みと
なっています。 

環境問題の新たな展開と県民の意識の高まり 

■地域や家庭の変化  
●　地域社会の基盤となっていた
人と人とのつながりが弱くなると
ともに、家族の形態が多様化して
います。 
●　生活面での様々な課題を抱え
ながら、社会的なつながりをもて
ずに孤立してしまう人が増えてい
ます。 
 

■NPOの多様な活動  
●　県民ニーズへの対応や課題解
決に向けたNPOなどの多様な活
動が活発に展開されています。 

●　NPO法人の認証数は年々増加し、
全国では３１,１１５件、県でも１,９１６
件に上っています。 

くらしの様々な課題 

地域社会では 

●　棒グラフは隔年の値、線グラフは長期変化傾向を示します。 
●　平年差とは平均気温から平年値を差し引いた値。平年値は、３０年間の平均値を用い、西暦年の1位の数字が1になる１０
年ごとに更新しています。（このグラフでは、１９７１年～２０００年の３０年平均値を使用） 

（気象庁「世界の年平均地上気温の平年差の経年変化（１８８０～２００６年）」より作成） 
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気温平年差（℃） 
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（神奈川県県民部調べ） 

１９８０ １９９０ ２０００ 

世界の年平均地上気温の推移 

（件） 

（年度） ０ 
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８ 
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９４５ 
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１,６０５ 
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県内のＮＰＯ法人認証数の推移（神奈川県認証分） 
各年度3月３１日現在 
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■身近な犯罪や事故の多発  
●　空き巣やひったくりなどの身近な犯
罪や、子どもが被害者となる事件が多
発しています。 

●　振り込め詐欺事件のように犯罪その
ものが複雑化・巧妙化しています。 
 

■増加する生活習慣病や自殺者  
●　生活習慣の変化により、がん・心疾患・
脳血管疾患・糖尿病などの生活習慣病
を抱える人々が増加しています。 
●　生活習慣病に係る医療費は、国民医
療費の約3分の1を占めています。 
●　健康問題や経済・生活問題などを動
機として、自殺者が増加しています。 

 

■課題を抱える子どもたち  
●　様々な悩みやストレスを抱える子ど
もたちが増え、不登校やいじめなどの
問題も深刻です。 

●　都市化や核家族化の進展、子育て家
庭をめぐる環境の厳しさなどから、県
内の児童相談所での相談件数が急増
しています。 
●　知的障害児把握数は増加傾向にあり、
発達障害などこれまでの制度では対応
が難しい障害が認知されてきています。 
 

■若者をめぐる状況  
●　若者の海外ボランティアや若手経営
者など、多様な能力を生かし自在に活
躍する例が増えています。 

●　非正規雇用率が高まる中で、不安定
な雇用環境にあるフリーターや、ニー
トと呼ばれる若者が多くなっています。 
 

■男女共同参画の進展  
●　我が国の女性の労働力率は３０歳代
で低下しており、子育て期に当たる女
性にとって、仕事と家庭の両立や就業
の継続が難しい状況が伺われます。 

 

■高齢者の活動  
●　高齢者世代は就業意欲やボランティ
ア活動などへの関心が高いことから、
地域社会での一層の活躍が期待され
ています。 

 

くらしの不安は 

一人ひとりは 

基
本
構
想 

●　１９７６年は、現在の集計方法になって、最も認知件数が少なかった年。 

認知件数（件） 検挙率（％） 

（年） 

（神奈川県警察本部調べ） 

認知件数 検挙率 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 

６０ 

７０ 

０ 

５０,０００ 

１００,０００ 

１５０,０００ 

２００,０００ 

２５０,０００ 

１９７６ １９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ 

県内の刑法犯認知件数 ・ 検挙率の推移 

９３,６４４ 

１９０,１７３ 

６６,８４０ 

１２２,７０３ 

（歳） 

（%） 
年齢階級別女性労働力率（各国、神奈川県） 

（総務省「国勢調査」及びILO「LABORSTA」より作成） 

０.０ 

１０.０ 

２０.０ 

３０.０ 

４０.０ 

５０.０ 

６０.０ 

７０.０ 

８０.０ 

９０.０ 

１００.０ 

１５～１９ ２０～２４ ２５～２９ ３０～３４ ３５～３９ ４０～４４ ４５～４９ ５０～５４ ５５～５９ ６０～６４ 

日本全国２００５年 

スウェーデン２００５年 

米国２００５年 

神奈川県２００５年 

（件） 

（年度） 

県内の児童相談所における虐待相談受付件数の推移 

（神奈川県保健福祉部「神奈川県福祉統計」より作成） 

０ 

１,０００ 

２,０００ 

３,０００ 

２７５ 

１９９４ 

３８７ 

１９９５ 

４３５ 

１９９６ 

４９２ 

１９９７ 

６０３ 

１９９８ 

９５０ 

１９９９ 

１,３９４ 

２０００ 

１,９０９ 

２００１ 

１,７４６ 

２００２ 

２,０５８ 

２００３ 

２,７９７ 

２００４ 

２,３８１ 

２００５ ２００６ 

２,８７８ 


